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９７年には欧州委員会が「関連市場画定告示(Notice on the Definition of Relevant Market 
for the Purposes of Community Competition Law, [1997] O.J. C372/3)」 の中で、ＳＳ
ＮＩＰテストを採用することを表明し、わが国も２００４年の「企業結合審査に関する独
占禁止法の運用指針」  (以下、「運用指針」という。)で、ＳＳＮＩＰと同様のアプローチ
にコミットしていった。そして、２００７年に改訂された運用指針では、ＳＳＮＩＰテス
トを採用することが明確にされた。 
第１２章では、原始独占禁止法制定時の議論にまでさかのぼりながら、独占禁止法にお
ける｢競争の実質的制限｣の解釈の内容とその変遷を論じ、それらの問題点を洗い出そうと
している。それを踏まえて、同章の第３節以下において、企業結合分析における｢有効な牽
制力ある競争者｣理論についての筆者の見解を示している。それによって、同理論を再構成
しようと試みている。また第５節では、ケーススタディ—として、ＪＡＬ・ＪＡＳ統合のケ
ースを取り上げ、前節までの分析を元に詳細な検討を行っている。第６節では、第１部第
５章で概説を試みた欧米の事例・判例の流れから読み取れる垂直・混合型企業結合の効率
性および競争制限効果に関する競争法上の扱いについて比較法的見地からさらに詳細な検
討を行っている。 
続く第１３章では、「企業結合規制の各論的課題」として、欧米で特に議論のあった少数
株式取得と企業結合規制や日本で議論が盛んな企業結合審査手続のあり方等について検討
を加えている。まず、第１節から第２節では、日米欧競争法における少数株式取得の規制
実態に関する検討を行っている。一口に企業結合といっても、当事者が一体となる完全な
結合である合併、全部又は一部の事業の結合である会社分割や事業譲渡、完全な親子会社
関係を創出させる株式移転や株式交換、さらには、保有比率その他の条件により結合関係
に強弱が生じる株式取得などがあり、企業が達成すべき目的に応じた様々な企業結合形態
が存在する。そのうち、株式取得については、支配関係やグループ関係を形成しない数パ
ーセント程度の出資から、会計上の関連会社となる２０パーセント以上の出資、子会社化
のための５０パーセント超となる株式取得、さらには１００パーセントの株式を取得する
ことによる完全子会社化まで、取得比率を任意に設定することが可能であり、戦略的なＭ
＆Ａの手法として柔軟に用いられるものである。他方、競争法上の企業結合審査は、株式
取得によって、元々競争関係にあった複数当事者間において「一定程度又は完全に一体化
して事業活動を行う関係（いわゆる結合関係）」（運用指針）が形成・維持・強化されるこ
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とによりもたらされる競争制限性に着目して行われるものである。このように、少数株式
取得については、競争政策の観点から本来審査すべきもの（競争に影響をもたらしうる案
件）を漏れなく捕捉しつつ、他方で、審査対象を無駄に広げることによって審査当局およ
び結合当事者の負担を過剰なものとし、機動的なＭ＆Ａの妨げにならないようにするため
のバランスについて本節では探求しようと試みている。 
同章第３節では、日本の現行企業結合規制の理論的・実務的課題について論じている。
日本の企業結合審査手続については、平成２１年独占禁止法改正で改訂がなされ、いわゆ
る事前相談制度も廃止されるなど、近時大きな動きがあった。今後正式事件が登場する可
能性も見据えて、排除措置命令の主文のあり方等、企業結合規制のエンフォースメントの
あり方について検討を行っている。 
同章第４節では、企業結合規制の国際的協力枠組みについて議論している。いわゆる経
済のグローバル化が進展する中で、企業活動はますます国際化してきている。これに伴い、
我が国の市場に影響を及ぼすような国際的企業結合事案が以前に比して多くなっているの
がその背景である。本節では、独占禁止協力協定や経済連携協定に基づく協力枠組みの現
状と課題について検討を加えている。 
最後に、第１４章では、内外で注目をあつめているプラットフォーム規制のあり方につ
いて検討している。プラットフォームが議論の対象となっている理由は、それが双方向市
場（two-sided market）を成立させることにある。双方向市場とは、あるサイドの需要者
によるプラットフォームの利用がグループ間のネットワーク効果を生じさせ、あるサイド
の需要者の便益が、プラットフォームによってもう一方のサイドの需要者をどれくらい集
められたかに依存するような市場である。その特徴は、①区別可能な需要者が複数のグル
ープに分かれて存在すること、②間接的ネットワーク効果が存在すること、③各グルーブ
に属する需要者が直接取引するには取引費用が高すぎるため、プラットフォームの存在が
欠かせないこと、④一方の需要者には限界費用よりも高い価格を請求し、他方の需要者に
対して限界費用と比して低い価格を請求することを通じて、各グループに属する需要者間
の需給関係を調整する価格構造が重要な商品役務であること、の４つである。双方向市場
のように間接的ネットワーク効果が存在している市場構造はパソコンのＯＳや複合商業施
設、クレジットカードなど枚挙にいとまがない。プラットフォーム規制の分析は、双方向
市場の画定方法やそこでの市場支配力分析のあり方など、本論文で述べた企業結合規制の
分析枠組みと同様の検討課題を提示していることから、第２部の最後に１章を設けて検討
している。 
 
 
３．本論文の総括 
終章では、本論文全体の総括として、これまでの章の分析から抽出される分析の意義を
整理し、次いで、企業結合規制の国際的収斂と経済学の果たすべき役割という２つの視点
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から、今後の企業結合規制の進むべき方向性と課題について整理している。 
終章では、本論文の特徴を次のようにまとめている。 
第一に、内容の詳細性である。企業結合規制の違法性判断の研究については、たとえば、
一時期の判例やガイドラインの内容を紹介するような部分的、個別的な研究はなされては
きたものの、日米欧の企業結合規制に関する包括的検討は、いまだ十分になされていなか
ったように思われる。企業結合規制は、近時目を見張る発展があり、その意味で、有意義
な研究となるためには、最新性も求められる。また、研究内容が最新なだけでは足りず、
独占禁止法における企業結合規制の歴史的発展を遺漏なく汲み上げるだけの詳細性が求め
られる。 
第二に、学際性である。近時、企業結合分析は、経済学の知見を大きく取り入れて、精
緻かつ複雑なものとなっている。ゆえに、その全体像を把握するためには、法学の知見だ
けでは足りず、経済学、とりわけ、産業組織論やゲーム理論の知見を理解することが必要
であり、その上で、その内容を法律家にも分かるように加工して提示することが求められ
る。本論文はそのような作業を目指している。 
第三に、対象の包括性である。すなわち、独占禁止法に基づく企業結合規制を全体とし
て検討するには、実体的規制の研究とともに、事前届出や審査制度等の手続的規制も含め
た研究が不可欠である。従来の研究書が実体的ルールの分析にとどまるものが多く、手続
的ルールの検討までには及んでいないように思われること、逆に実務書の多くが、手続や
審査実務に重きを置いて、比較法的な規制基準の詳解には至っていない。そこで本論文は、
実体的規制基準と手続的規制の両方から企業結合規制の全体像を明らかにしようとしてい
る。 
 
